
長野市監査委員告示第８号 

地方自治法第199条第12項の規定に基づき、長野市教育長から措置を講じ

た旨の通知があったので、同項の規定によりその内容を公表します。 

平成27年５月22日 

長野市監査委員    鈴 木 栄 一 

同           轟   光 昌 

同      岡 田 荘 史 

同           寺 澤 和 男 



措置の通知書 

平成 26 年度 随時監査（工事監査・後期）（26監査第 150 号）分 

指摘事項及び意見 措置（改善）状況 

（指摘事項） 

３ 契約について 

  解体工事の契約及び事務に関し注意す

べきもの 

（報告書４ページ）

 500万円未満の解体工事３件を書類監査し

たところ、建設工事請負契約書式に定めた

「解体工事に要する費用等」を記載されてい

ないものが２件あった。 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律（以下「建設リサイクル法」という。）

第13条においては、特定建設資材（木材、コ

ンクリート、アスファルト混合物等）を用い

た一定規模（注２）以上の解体工事等に係る

契約を行う場合に、以下の①から④までの４

事項を書面に記載するとされている。 

① 分別解体等の方法 

② 解体工事に要する費用 

③ 再資源化等をするための施設の名称及

び所在地 

④ 再資源化等に要する費用 

 ２件の工事は、解体工事の床面積合計がそ

れぞれ80㎡以上であったが、上記４事項に関

する書面が契約書に添付されず、またその内

１件については県知事（市は建築指導課）に

工事着手前に提出するとされる建設リサイ

クル法第11条の規定による再資源化等の「通

知書」も提出していなかった。 

 建設リサイクル法は、建設工事に伴い発生

する廃棄物の分別解体と再資源化により、廃

棄物の減量等を通じて生活環境の保全及び

経済の発展に寄与することを目的としてい

る。法律に基づき、必要な事項が記載された

契約書を作成されるとともに適切な事務執

行に留意されたい。 

【契約課、駅周辺整備局、教育委員会総務課】

 契約課の契約締結手続において、「解体工事に

要する費用等」の記載漏れが生じたが、職員の確

認不足により、記載のないまま工事が完了してし

まった。 

 指摘を受け、平成 26 年 12 月に関係職員に周知

徹底を図るとともに、新年度の人事異動による職

場内打ち合わせ会議の機会をとらえて、解体工事

の契約時の指摘事項について注意を促した。 

（教育委員会総務課）


